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小田原市水道料金審議会規則 

昭和 61 年 12 月 19 日 

規則第 47 号 

小田原市水道料金審議会規則 
（趣旨） 
第１条 この規則は、小田原市附属機関設置条例（昭和 54 年小田原市条例第１号）第２条の規定に基

づき設置された小田原市水道料金審議会（以下「審議会」という。）の組織、運営等に関し必要な事項

を定めるものとする。 
（所掌事務） 
第２条 審議会は、水道料金に関する事項につき市長の諮問に応じて調査審議し、その結果を報告し、

必要と認める事項について意見を具申するものとする。 
（委員） 
第３条 審議会の委員は、次に掲げる者のうちから必要の都度、市長が委嘱する。 
(１) 小田原市水道の使用者 
(２) 学識経験者 
２ 委員は、その諮問に係る事項の調査審議が終了したときは解嘱されるものとする。 
（会長及び副会長） 
第４条 審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。 
２ 会長は、会務を総理する。 
３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 
（会議） 
第５条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 
２ 審議会は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。 
３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 
（関係者の出席） 
第６条 審議会において必要があると認めるときは、その会議に、議事に関係のある者に出席を求め、

その意見又は説明を聴くことができる。 
（庶務） 
第７条 審議会の事務は、市長が定める職員が処理する。 
（委任） 
第８条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定め

る。 
附 則 
この規則は、公布の日から施行する。 

 



 
 
 
 

小田原市水道料金審議会の公開について 

 
１ 公開・非公開の決定 
   本市の審議会等の会議は原則公開で、あらかじめ公開の可否について決

定しておかなければならない。 
  （関係法令「小田原市情報公開条例第２４条」） 
  （関係法令「小田原市審議会等の会議の公開に関する要綱第２条」） 
 
２ 会議の事前公表等 

(1) 事前公表 
審議会を開催する一週間前までに、行政情報センター及び市ホームペー

ジにその内容について掲載する。 
（関係法令「小田原市審議会等の会議の公開に関する要綱第３条」） 

(2) 会議資料 
 傍聴者へ配布する。 
（関係法令「小田原市審議会等の会議の公開に関する要綱第５条」） 

(3) 会議録等の公開 
 会議の終了後、速やかに、会議開催状況報告書及び会議録を作成し、総

務課へ提出する。会議録は、会議開催年度の翌年度の末日まで行政情報セ

ンターに据え置かれる。 
（関係法令「小田原市審議会等の会議の公開に関する要綱第６条」） 

 
３ 傍聴要領の制定 

 小田原市審議会等の会議の公開に関する要綱第７条の規定を受け、小田

原市水道料金審議会の傍聴等を円滑にするため、その詳細を「小田原市水

道料金審議会傍聴要領」において定める。 
（関係法令「小田原市水道料金審議会傍聴要領」） 

資料１ 



   

 
小田原市水道料金審議会傍聴要領（案） 

                   （平成２１年  月  日）     
   小田原市水道料金審議会傍聴要領 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、小田原市水道料金審議会（以下「審議会」という。）の傍聴に関

し必要な事項を定めるものとする。 

 （傍聴の手続） 

第２条 審議会の傍聴を希望する者は、自己の氏名等を審議会傍聴受付簿に記入し、係

員の指示に従って傍聴席に入らなければならない。 

 （傍聴の制限） 

第３条 次の各号のいずれかに該当する者は、審議会を傍聴することができない。 

 (1) 凶器その他人に危険をおよぼすおそれのある物品を携帯している者 

 (2) 酒気を帯びていると認められる者 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、審議会の進行を妨げるおそれがあると認められる者 

 （禁止行為） 

第４条 傍聴する者は、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 審議会会場において、傍聴席以外の場所に立ち入ること。 

(2) 審議会会場において、みだりに席を離れること。 

(3) 審議会会場において、私語、談笑その他騒がしい行為をすること。 

(4) 審議会会場において、審議会の言論に対して拍手その他の方法により賛否を表

明すること。 

(5) 審議会会場において、飲食又は喫煙をすること。 

(6) 審議会会場外に審議会資料を持ち出すこと。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、審議会の妨害となるような行為をすること。 

 （撮影、録音等の禁止） 

第５条 傍聴する者は、審議会会場において、撮影、録音その他これらに類する行為を

してはならない。ただし、審議会の許可を得た者は、この限りでない。 

 （退場） 

第６条 傍聴する者が、前２条の規定に違反するときは、審議会の長はこれを制止し、

その命令に従わないときは、その者を退場させることができる。 

２ 傍聴する者は、公開の審議会中において、審議会が審議の全部又は一部を公開しな

いこととしたときは、速やかに退場しなければならない。 

 （委任） 

第７条 この要領に定めるもののほか、審議会の傍聴に関し必要な事項は、審議会の長

が審議会に諮って定める。 

   附 則 

 この要領は、平成２１年  月  日から施行する。 

資料２ 
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水道事業の沿革と概要

平成21年8月27日



創設当時の給水区域図

第一水源地

小峰配水池

送水管

給水区域

Ｎ



現在の配水系統及び給水区域図

久野配水系統

小峰配水系統

片浦地区配水系統

中河原配水系統

Ｎ



事業の沿革

・創設認可 ＜昭和8年3月18日＞

計画給水人口 35,000人 、1日最大給水量 5,775㎥

・第一期拡張事業認可 ＜昭和30年4月6日＞

計画給水人口 50,000人 、1日最大給水量 10,000㎥

・第二期拡張事業認可 ＜昭和34年2月10日＞

計画給水人口127,300人 、1日最大給水量 38,190㎥

・第三期拡張事業認可 ＜昭和41年1月25日＞

計画給水人口295,500人 、1日最大給水量147,750㎥

・第四期拡張事業認可 ＜平成元年2月3日＞

計画給水人口201,000人 、1日最大給水量116,000㎥

・第五期拡張事業認可 ＜平成14年5月31日＞

計画給水人口194,020人 、1日最大給水量 84,120㎥

・第五期拡張事業変更届出 ＜平成17年3月31日＞

計画給水人口196,120人 、1日最大給水量 86,170㎥



水道事業の概要

平成21年8月27日現在



導水管、送水管、配水管

給水管（個人所有管）

水道管路

ポンプ、弁類、電動機、各種機械設備、受変電設備、自家発電
設備、監視制御設備、計装設備等

取水から配水に至る大部分の水道施設に
関連する運転、制御、監視を行う

機械・電気・

計装設備

配水池、配水ポンプ給水区域の需要に応じて、適正な水圧で
需要者に供給する

配水施設

調整池、送水ポンプ

着水井、凝集用薬品注入設備、凝集池・フロック形成池、沈殿
池、急速ろ過池、膜ろ過施設、浄水池、消毒設備、粉末活性炭
設備、排水処理設備、管理用建物

導水ポンプ

取水堰、集水埋渠、沈砂池、深井戸、浅井戸、湧水取水枠等

設 備

浄水場から配水池まで浄水を送る送水施設

水源から送られてきた原水を飲用に適す
るよう処理する

浄水施設

取水された原水を浄水場まで導く導水施設

水源から需要に応じて原水を取り入れる取水施設

主な役割種 別
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水道基幹施設図
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各配水系統の配水量及び給水人口状況
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管路の布設状況

約５８７約５５５約２２約１０内径７５㎜以上の管路延長

市の基準による耐震管：ダクタイル鋳鉄管、鋼管(溶接継手) 
国の基準による耐震管：離脱防止機能付き継手を有するダクタイル鋳鉄管、鋼管(溶接継手)、ポリ管(高密度、熱融着継手)

内径７５㎜以上の管路を対象 約２４％

内径７５㎜以上の管路を対象 約８７％

合 計配水管送水管導水管

国の基準による

市の基準による

約７３７

耐震率

総管路延長

＜平成19年度末現在＞ （単位：km）
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給水状況
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経営状況

平成１９年度

・事業収益 ３０億９,３４５万１,７８１円 ・企業債年度末残高 １１９億 ８７０万７,２７３円

・事業費用 ３０億１,０４７万 ５８１円 ・企業債元利償還額 １４億１,６０７万 ２６２円

・純利益 ８,２９８万１,２００円 ・補てん財源残高 ２０億３,２１３万８,８１４円
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供給単価と給水単価の状況

供給単価・給水原価（円/）
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１ はじめに 

1  はじめに－「おだわら水道ビジョン」の策定趣旨－ 
 
(1) 「おだわら水道ビジョン」策定の経緯 
 小田原市の総合計画として「ビジョン 21おだわら」後期基本計画が平成 17年度か
らスタートしています。 
 総合計画の中で、水道事業は「安全で良質な水道水を安定的に供給するため、水道

施設の整備を進めるとともに、公営企業としてお客様から信頼される質の高いサービ

スの提供と経営の効率化に努めます」という基本方針を掲げ、平成 22 年度までの主
要施策を示しています。 
 しかしながら、右肩上がりの人口趨勢は終焉を迎えて少子高齢化時代に突入し、生

活様式や都市構造などの変化により水需要が減少している中で、水道施設の多くが老

朽化し、その更新が課題となっています。 
 また、国（厚生労働省）からは水道関係者の共通目標となる水道の将来像と、それ

を実現するための具体的な施策・工程を示した「水道ビジョン」が公表されており、

この中に示された政策課題に関する目標を達成するため、水道事業者には具体的方策

等を示す「地域水道ビジョン」の作成を推奨する通知が出されています。 
今回策定した「おだわら水道ビジョン」は、水道を取り巻く環境を把握した上で、

現状と将来見通しを分析・評価し、今後 10 年間にわたる水道事業の運営に関する方
向性及び施策推進の基本的な考えを示すものです。 
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１ はじめに 

(2) 「おだわら水道ビジョン」の位置づけ 
 本計画は、図 1.1に示す国が策定した「水道ビジョン」及び、市が策定した総合計
画「ビジョン 21 おだわら」を上位計画とし、これらを踏まえた水道事業独自の基本
理念に基づいた具体的施策を示すものです。また、計画期間は平成 21～30年度の 10
年間に設定し、水道事業の運営に関する長期的な方向性と施策推進の基本的な考え方

を示すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 おだわら水道ビジョンと上位計画 

 

 

「おだわら水道ビジョン」と「ビジョン 21 おだわら」の計画期間の関係は、図 1.2
に示すとおりです。 
 

 

 

 

図 1.2 おだわら水道ビジョンとビジョン 21 おだわらの計画期間 
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国 

水道ビジョン 

おだわら水道ビジョン 

(水道事業基本計画) 
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１ はじめに 

(3) 「おだわら水道ビジョン」を取り巻く計画 
ア 水道ビジョン－厚生労働省（平成 16 年 6 月公表）－ 

 平成 16 年 6 月、厚生労働省は水道関係者の共通目標となる水道の将来像と、それ
を実現するための具体的な施策・工程を示した「水道ビジョン」を公表しています。 
水道ビジョンの主な政策目標、施策群は図 1.3に示すとおりです。なお、水道ビジ

ョンに示される目標のうち、「国際」に関する項目は本市での実績（水道技術に関す

る国際交流等）がないため、目標設定が困難であることから、おだわら水道ビジョン

の目標の策定から除外するものとします。 
 

 

図 1.3 政策目標と施策群 
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１ はじめに 

イ 地域水道ビジョン－厚生労働省（平成 17 年 10 月 17 日通知）－ 

地域水道ビジョンは、水道ビジョンに掲げられた政策目標の実現を柱とした各地域

の中長期的な経営戦略として、厚生労働省が作成を推奨しているものです。 
水道ビジョン達成の主体となるべき水道事業体が、自らの事業の現状と将来の見通

しを分析・評価し、目指すべき将来像とその実現方策を求めたものです。水道事業者

が水道事業を取り巻く多くの課題を乗り越えるためには、全ての事業体が経営戦略を

持ち、計画的に実行していくことが不可欠であり、それを徹底するための施策内容を

示すものが地域水道ビジョンです。 
 
ウ 総合計画「ビジョン 21 おだわら」 

 ビジョン 21おだわらでは、まちづくりの基本理念を「世界にきらめく『明日の 1000
年都市おだわら』」とし、まちづくりの目標と施策の方向として 5 つのまちづくりの
目標（環境共生都市、生活福祉都市、文化創造都市、産業自立都市、市民参加都市）

を定めています。この中で、水道の整備方針として、以下の計画が挙げられています。 
 
(ｱ)基本方針 

 安全で良質な水道水を安定的に供給するため、水道施設の整備を進めるとともに、

公営企業としてお客様から信頼される質の高いサービスの提供と経営の効率化に努

めます。 
 
(ｲ)現況と課題 

・維持更新の時代に合った施設更新整備の効率化 
・配水効率を高める管網整備 
・水道施設の耐震化や応急給水の体制の強化 
・財政の健全化と効率的な事業運営 
・お客様の視点に立ち、顧客満足を高める事業運営 
 
(ｳ)計画  

・「施設の整備」：安定供給のための老朽化施設の更新と効果的な施設整備の推進 
・「災害対策の推進」：災害時供給に備えた施設の耐震化と応急給水用資機材の整備 
・「安全な水の供給」：水質保全と計画的な水質管理 
・「経営の効率化」：民間委託等による経営の合理化と効率的な経営方法の検討 
・｢お客様サービスの向上」：水道料金収納方法の拡大と広報サービスの充実



 

 5

２ 小田原市の概況と水道事業の沿革 

2  小田原市の概況と水道事業の沿革 
 
(1) 小田原市の概況 
 小田原市は、神奈川県西部に位置し、市庁舎は北緯 35度 15分 41秒、東経 139度 9
分 21秒にあります。 
 市域は、東西 17.5km、南北 16.9kmで、南西部は真鶴町、湯河原町、箱根町と、北
部は南足柄市、開成町、大井町と、東部は中井町、二宮町とそれぞれ境を接していま

す。面積は 114.06km2で、神奈川県の面積の 4.7％を占めています。市域の南西部は、
大部分が箱根連山につながる山地で、東部は大磯丘陵につながる丘陵地帯となってお

り、中央部は、酒匂川が南北に貫流して足柄平野を形成し、南は相模湾に面していま

す。 
 

小田原市 

南足柄市 

箱根町 静岡県 

横浜市 

相模湾 

湯河原町 

開成町 
大井町 

山梨県 

東京都 

中井町 

二
宮
町 

真
鶴
町

山北町 

松
田
町 

 
図 2.1 小田原市の位置図 

 
表 2.1 位置及び面積 

市庁舎の北緯 35º 15' 41” 
市庁舎の東経 139º 9' 21” 

東西        17.5 km 
距離 

南北        16.9 km 
面積        114.06 km2 
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２ 小田原市の概況と水道事業の沿革 

(2) 水道事業の沿革 
ア 事業の沿革 

 小田原市の水道は、昭和 7年に足柄村飯田岡及び清水新田地内に深井戸（現在の第
一水源）を選定し、昭和 8 年 3 月 18 日に水道事業として創設認可を受けました。創
設時は、給水区域を旧小田原町一円とし、計画給水人口 35,000 人、一日最大給水量
5,775m3、一人一日最大給水量 165リットルで認可されています。その後 20回の変更
認可を受け、拡張工事及び施設整備が行われてきました。 
 前回の第五期拡張事業変更届出では、目標年度を平成 22 年度とし、計画給水人口
196,120人、計画一日最大給水量 86,170 m3で届出を実施し、現在に至っています。 

表 2.2 小田原市水道事業の沿革 

名    称 
認可年月日 

（届出年月日） 

計画

目標

年次

計画 

給水人口

(人) 

一人一日 

最大給水量

(㍑/人/日)

一日 

最大給水量

(m3/日) 

事業費 

(千円) 

創  設 

創設変更 

創設変更 

創設変更 

創設変更 

第一期拡張事業 

第一期拡張事業（変更） 

第二期拡張事業 

第二期拡張事業（変更） 

第二期拡張事業（変更） 

第二期拡張事業（変更） 

第三期拡張事業 

第三期拡張事業（変更） 

第三期拡張事業（変更） 

第三期拡張事業（変更） 

第三期拡張事業（変更） 

第三期拡張事業（変更） 

第四期拡張事業 

第四期拡張事業（変更） 

第五期拡張事業 

第五期拡張事業変更届出 

  S. 8. 3.18 

  S. 9. 9.12 

  S.10. 4.11 

  S.10. 8.16 

  S.24. 6. 6 

  S.30. 4. 6 

  S.30.10.19 

  S.34. 2.10 

 S.35. 3.24 

 S.35. 9. 3 

  S.39. 3.30 

  S.41. 1.25 

  S.43.10.31 

  S.49. 3.30 

  S.52. 5. 9 

  S.55. 7. 1 

  S.61. 3.31 

  H. 1. 2. 3 

  H. 6. 3.31 

  H.14. 5.31 

  H.17. 3.31 

S24 

S24 

S24 

S24 

S25 

S35 

S35 

S50 

S50 

S50 

S50 

S60 

S60 

S60 

S60 

S60 

S64 

H12 

H12 

H22 

H22 

35,000 

35,000 

35,000 

35,000 

35,000 

50,000 

59,000 

127,300 

130,100 

133,900 

146,680 

295,500 

295,500 

295,500 

180,000 

185,000 

170,000 

201,000 

201,000 

194,020 

196,120 

165 

165 

165 

165 

165 

200 

200 

300 

300 

300 

300 

500 

500 

500 

563 

551 

524 

577 

577 

434 

439 

5,775 

5,775 

5,775 

5,775 

5,770 

10,000 

11,800 

38,190 

39,030 

40,170 

44,000 

147,750 

147,750 

147,750 

101,340 

102,000 

89,000 

116,000 

116,000 

84,120 

86,170 

761 

- 

- 

- 

5,486 

144,000 

225,000 

396,000 

419,000 

472,000 

533,000 

2,851,000 

- 

- 

9,725,390 

12,563,580 

13,724,580 

9,385,322 

7,391,246 

12,043,600 

8,941,200 

 
  
 
小田原用水(早川上水)は、江戸の神田上水（1590）や玉川上水（1645）より古く、後北条時代（1495
～1590）以前に既に出来ていたことがうかがわれ、日本最古の水道だったのではないかと言われ
ています。 
板橋において早川より引水し、水路をつくり町中に導水をしていました。これを飲料水に充て、
さらに非常用やかんがい用水として使用していました。 

「小田原用水（早川上水）は日本最古の水道」
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２ 小田原市の概況と水道事業の沿革 

イ 給水区域 

 小田原市水道事業の給水区域は図 2.2に示すとおりです。 

  
図 2.2 給水区域を明らかにする地図 
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３３  水水需需要要のの推推計計    

3  水需要の推計 
(1) 推計方法 
人口及び水需要の推計は図 3.1に示すフローにしたがって求めるものとします。 

 

 

 

図 3.1 給水人口、給水量の推計フロー 
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３３  水水需需要要のの推推計計    

(2) 推計結果 
ア 行政区域内人口 

 行政区域内人口は、小田原市に在住している市民の人口を対象とします。 
 水道事業の目標年度（平成 30年度）における行政区域内人口は、高位推計 210,900
人、低位推計 198,400人です。 
 
 
 
 
イ 計画給水人口 

 計画給水人口は、給水区域内において水道を使用している人口を対象とします。 
 水道事業の目標年度（平成 30 年度）における計画給水人口は、高位推計 191,600
人、低位推計 179,500人です。 
 
 
 
 
ウ 計画給水量 

 計画給水量は将来において使用する水量で、小田原市水道事業の過去の実績から推

計を行います。 
 水道事業の目標年度（平成 30年度）における計画一日平均給水量は、高位推計 62, 
900m3、低位推計 59,700m3、計画一日最大給水量は、高位推計 72,400m3、低位推計

68,700m3です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政区域内人口：210,900人（高位推計） 
198,400人（低位推計）

計画給水人口：191,600人（高位推計） 
179,500人（低位推計） 

計画一日平均給水量：62,900 m3/日（高位推計） 
59,700 m3/日（低位推計） 

計画一日最大給水量：72,400 m3/日（高位推計） 
68,700 m3/日（低位推計） 
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３３  水水需需要要のの推推計計    
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図 3.2 給水人口及び給水普及率の実績と将来予測（高位推計） 
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図 3.3 給水量の実績と将来予測（高位推計） 
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３３  水水需需要要のの推推計計    
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図 3.4 給水人口及び給水普及率の実績と将来予測（低位推計） 
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図 3.5 給水量の実績と将来予測（低位推計） 
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４４  現現状状分分析析とと課課題題抽抽出出    

4  現状分析と課題抽出 
(1) 施設の概況 
 市内における主要施設の写真は以下のとおりです。施設フローは次頁に示します。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

根府川第二浄水場（膜処理設備）

高田浄水場（急速ろ過池） 第一水源地 

中河原配水池 

小峰配水池 久野配水池 



 

 13

４４  現現状状分分析析とと課課題題抽抽出出    

 
 
 

 
 

小田原市水道事業 水位高低図
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４４  現現状状分分析析とと課課題題抽抽出出    
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４４  現現状状分分析析とと課課題題抽抽出出    

(2) 業務指標（ＰＩ）状況 
 業務指標（Performance Indicator: PI）は、水道ビジョンの重点施策に合わせて、水
道事業全般について多面的に定量化するものであり、日本水道協会から発行された

「水道事業ガイドライン」に示されています。ＰＩを活用することにより、水道事業

の実態の断続的な変化や、他の水道事業体との違いを客観的に把握することが可能と

なり、サービス水準の向上、事業の効率化、運営基盤の強化といった事業改善の方向

性を見定めることが容易になります。 
業務指標 137 項目のうち、「安心」、「安定」、「持続」、「環境」、「管理」における代
表的な 49項目（平成 17年度）について抽出しました。いずれも水道統計や地方公営
企業年鑑などから数値の引用が可能で他の事業と比較分析が出来るように、全国平

均、神奈川県平均、類似団体、市のそれぞれについて算定したもので分析しました。

平成 18年度の PIは、現時点で他事業体が未出版のため算定ができないことから、市
が管理している数値を用いました。 
 
 

表 4.1 業務指標の区分別項目 

すべての国民が安心しておいしく飲める水道水の供給

（例）カビ臭から見たおいしい水達成率，水質基準不適合率

いつでもどこでも安定的に生活用水を確保

（例）管路の更新率，浄水施設耐震化率，給水装置の凍結発生率

社会的及び経済的発展

（例）職員一人当たり給水収益，固定資産使用効率

環境保全への貢献

（例）配水量1m
3
当たり電力消費量，浄水発生土の有効利用率

水道システムの適正な運転・維持管理及び業務遂行

（例）配水池清掃実施率，漏水率

我が国の経験の海外移転による国際貢献

（例）国際技術協力度，国際交流数

環境
（7項目）

管理
（24項目）

国際
（2項目）

安心
（22項目）

安定
（33項目）

持続
（49項目）

 
 
 事業規模類似団体の選定に関しては、以下の条件で抽出しました。 

 ①給水人口規模（小田原市の区分：15万人以上 30万人未満） 

 ②主な水源種類（小田原市の区分：ダムを主とするもの） 

 ③有収水量密度（小田原市の区分：全国平均未満） 
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４４  現現状状分分析析とと課課題題抽抽出出    

ア 業務指標 ～安心～ 

●No.1003原水有効利用率 

 
 
 原水有効利用率は、年間取

水量に対する有効に使われ

た水量（お客様に配られた

水、管路の維持管理などに使

用した水等をいう）の割合

（％）を表しており、値が

100％に近いほど、原水を有
効に利用できていることに

なります。小田原市では、全国、県及び類似団体と同レベルであります。 
 
 
 
 

 
                 【コアジサシ】 

 

原水有効利用率（％）＝ 
年間有効水量

年間取水量
 ×100  
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イ 業務指標 ～安定～ 

●No.2004配水池貯留能力 

 
 
 配水池貯留能力は、水

道水を貯めておく配水池

の総容量が一日平均配水

量の何日分あるかを示し

ます。需要と供給の調整、

突発事故のため半日分以

上は必要とされていま

す。全国・県平均・類似

団体に比べると低い値ですが、目安である半日分の貯留能力は確保されています。

平成 18年度は 0.70日であり、一日平均配水量の減少による増加傾向を示していま
す。 

 
 
 
●No.2104管路の更新率 

 
 
 小田原市における管路

の更新率は、県平均値とほ

ぼ同等レベル、全国・類似

団体よりも低い値となっ

ています。管路更新は順次

継続的に実施していくこ

とが必要であり、財政収支

状況を見ながら、維持向上

を図ることが望ましい状況です。平成 18年度は 0.9％であり、若干高い値を示して
います。 

 
 

管路の更新率（％）＝ 
更新管路延長

管路総延長
 ×100 

配水池貯留能力（日）＝ 
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●No.2210管路の耐震化率 

 
 
 小田原市における管路の

耐震化率は、全国・県・類

似団体の各平均値よりも高

い値となっています。これ

は市内に埋設されている配

管のうち、耐震管と位置付

けられているダクタイル鋳

鉄管（NS、SⅡ形等）・鋼管
の占める割合が高いことを

示しており、耐震性においては計画的な整備がなされていると評価されます。平成

18年度は 22.6％であり、耐震化率は向上しています。 
 

 
 
 
 

 
                 【小田原城】 

 

管路の耐震化率（％）＝ 
耐震管延長

管路総延長
 ×100 
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ウ 業務指標 ～持続～ 

●No.3007職員 1人当り給水収益 

 
 
 小田原市における職員 1 人
当たり給水収益は、県・類似

団体の各平均値よりも高い値

となっています。これは、職

員 1 人当たりの売り上げが多
いことを示しており、職員数

の削減努力を行っているため

と考えられます。平成 18年度
は 46,541千円/人であり、概ね同推移を示しています。 

 
 
 
●No.3014供給単価 

 
 
 小田原市における供給単価

は、全国平均、県平均、類似

団体平均と比較して、低い水

準です。平成 18 年度は 128.9
円/m3であり、若干安い値を示

しています。 
 
 

供給単価（円/m3）＝ 
給水収益

有収水量
 ×100 

職員１人当たり給水収益（千円/人）＝ 
給水収益
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 ×1000 
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●No.3015給水原価 

 
 
 小田原市における給水原

価は、供給単価と同様に、全

国平均、県平均、類似団体平

均と比較して低い水準にあ

ります。 
平成 17年度において、給

水原価が供給単価を上回っ

ていることから、この傾向が

継続する場合は赤字経営となることが予想され、料金改定の見直し等が必要になる

場合があります。平成 18年度は 136.2円/m3であり、概ね同推移を示しています。 
 
 
 
●No.3105技術職員率 

 
 
 小田原市における技術職

員率は、県平均値とほぼ同

等で、全国・類似団体より

も低い値となっています。

この値が更に低くなる場合

は技術的な業務の直営維持

が難しくなることから、今

後とも現状水準程度は維持

していく必要があると判断します。平成 18 年度は 34.3％であり、概ね同推移を示
しています。 

 

技術職員率（％）＝ 
技術職員総数

全職員数
 ×100 

給水原価（円/m3）＝ 
経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋付帯事業費）

有収水量
 ×100 

176.9
190.2

154.8
135.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

200.0

全国平均 県内平均 類似事業体 小田原市

給
水
原
価
（
円
/
m3
）

44.8

35.0
38.9

33.8

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

全国平均 県内平均 類似事業体 小田原市

技
術
職
員
率
（
％
）

給
水
原
価 

(円/m3) 

技
術
職
員
率 

（%） 



 

 21

４４  現現状状分分析析とと課課題題抽抽出出    

エ 業務指標 ～環境～ 

●No.4004浄水発生土の有効利用率 

 
 
 小田原市における浄水発

生土の有効利用率は、全国・

県・類似団体の各平均値より

も高い値となっています。こ

れは、環境保全への高い意欲

を示しており、今後とも継続

していくことが望まれます。 
 
 
 
 
 
オ 業務指標 ～管理～ 

●No.5102ダクタイル鋳鉄管・鋼管率 

 
 
 小田原市におけるダクタ

イル鋳鉄管・鋼管率は、全

国・県・類似団体の各平均値

よりも高い値となっていま

す。これは強度が高い管路を

多く採用していることを示

しており、評価すべき点であ

ります。 
 

 浄水発生土の有効利用率（％）＝ 
有効利用土量

浄水発生土
 ×100 

ダクタイル鋳鉄管・鋼管率（％）＝ 
ダクタイル鋳鉄管延長＋鋼管延長

管路総延長
 ×100 
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表 4.1 業務指標（PI）の現況 
小田原市

No. 項目名 H17 H17 H17 H17 H18
安心 1001 水源利用率 （％） 56.6 58.8 56.4 76.3 69.4

1002 水源余裕率 （％） 52.4 50.9 55.8 16.7 27.3
1003 原水有効利用率 （％） 89.3 90.3 85.8 87.4 89.4

安定 2001 給水人口一人当たり貯留飲料水量 （㍑/人） 167 151 152 123 129
2002 給水人口一人当たり配水量 （㍑/人/日） 367 365 386 372 367
2003 浄水予備力確保率 （％） 27.0 29.9 27.4 20.8 19.3
2004 配水池貯留能力 （日） 0.91 0.83 0.79 0.66 0.70
2005 給水制限日数 （日） - - - - -
2006 普及率 （％） 98.0 99.8 97.6 96.7 96.7
2007 配水管延長密度 （km/km2） 6.4 13.2 10.6 12.5 12.6
2008 水道メータ密度 （個/km） 77.4 167.4 89.0 109.9 127.0
2104 管路の更新率 （％） 1.0 0.6 0.9 0.6 0.85
2107 管路の新設率 （％） 1.0 0.9 0.6 0.8 0.51
2205 給水拠点密度 （箇所/100km2） 113.6 61.7 12.6 47.0 54.2
2210 管路の耐震化率 （％） 10.3 18.9 17.1 21.0 22.6

持続 3001 営業収支比率 （％） 118.9 107.6 127.1 121.5 113.2
3002 経常収支比率 （％） 108.2 103.1 107.3 105.9 104.8
3003 総収支比率 （％） 108.1 103.8 105.7 106.0 104.2
3004 累積欠損金比率 （％） 2.7 1.4 0.0 0.0 0.0
3005 繰入金比率（収益的収入分） （％） 1.9 1.3 1.6 0.9 1.2
3006 繰入金比率（資本的収入分） （％） 9.4 7.2 7.6 3.2 5.2
3007 職員一人当り給水収益 （千円/人） 52,891 31,499 36,147 47,713 46,541
3008 給水収益に対する職員給与費の割合 （％） 17.4 23.7 24.1 21.6 24.4
3009 給水収益に対する企業債利息の割合 （％） 12.8 10.7 18.5 17.8 17.4
3010 給水収益に対する減価償却費の割合 （％） 26.5 23.7 29.9 31.3 34.5
3011 給水収益に対する企業債償還金の割合 （％） 23.5 24.1 26.5 26.7 25.5
3012 給水収益に対する企業債残高の割合 （％） 345.4 315.1 469.9 429.7 437.1
3013 料金回収率 （％） 98.1 85.1 100.9 96.8 94.6
3014 供給単価 （円/m3） 173.5 161.8 156.2 131.4 128.9

3015 給水原価 （円/m3） 176.9 190.2 154.8 135.8 136.2
3016 一ヶ月当り家庭料金(10m3)税込 （円） 1,488 789 1,002 640 640
3017 一ヶ月当り家庭料金(20m3）税込 （円） 3,080 1,859 2,407 1,585 1,585
3018 有収率 （％） 90.0 91.2 89.6 91.9 91.3
3019 施設利用率 （％） 63.0 62.3 63.9 70.5 69.4
3020 施設最大稼動率 （％） 73.0 70.1 72.6 79.2 78.5
3021 負荷率 （％） 86.3 88.8 87.9 89.0 88.4
3022 流動比率 （％） 431.5 220.7 462.9 426.8 344.8
3023 自己資本構成比率 （％） 59.3 56.3 49.8 55.0 55.5
3024 固定比率 （％） 152.4 163.9 185.1 161.0 159.3
3025 企業債償還元金対減価償却比率 （％） 88.9 101.7 88.8 85.3 73.8
3026 固定資産回転率 （回） 0.12 0.15 0.11 0.11 0.11
3027 固定資産使用効率 （m3/10,000円） 7.8 10.4 7.9 9.1 8.9
3105 技術職員率 （％） 44.8 35.0 38.9 33.8 34.3
3106 水道業務経験年数度 （年） 19.4 23.2 18.5 22.0 15.5
3109 職員一人当り配水量 （m3/人） 303,793 274,134 230,432 344,901 345,000
3110 職員一人当りメータ数 （個/人） 840 951 725 1,072 1,268

環境 4001 配水量1m3当たり電力消費量 （kWh/m3） 0.38 0.30 0.33 0.43 0.46
4004 浄水発生土の有効利用率 （％） 48.9 60.0 70.7 100 100
4101 地下水率 （％） 33.9 9.1 25.0 14.1 13.8

管理 5102 ダクタイル鋳鉄管・鋼管率 （％） 57.5 76.0 68.6 85.8 83.7
5114 消火栓設置密度 （基/km） 3.3 4.9 2.8 2.8 3.5

小田原市類似団体業務指標項目
単位

県全国
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(3) 主要施設評価 
ア 浄水施設評価 

 高田浄水場は建設から約 40年が経過しており、施設・設備の老朽化等により、表 4.2
に示す課題が顕在化しています。 
なお、片浦地区の根府川第一浄水場には平成 17 年に、根府川第二浄水場には平成

16年に膜ろ過処理設備が導入されています。 
 

表 4.2 高田浄水場の浄水処理における課題 

現状と課題 

・沈殿池が老朽化しているが、施設の構造上、運転停止を伴う改修が困難 

・現状の粉末活性炭設備は、注入率の自動制御ができない 

・原水 pHが高い場合に、凝集処理効果が低下し、ろ過池に負荷が掛かる 

・液化塩素の注入を行っているが、取扱いが難しい 

・高濁度の発生時に、浄水汚泥の脱水機に過負荷が生じる 

 
 
 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【高田浄水場 ろ過池（上） 根府川第二浄水場 膜ろ過設備（下）】 
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イ 配水施設評価 

 主要配水池の評価は、耐用年数及び現地調査に基づく劣化状況による評価と、配水

量分析に基づく機能評価を行いました。機能評価では、配水量実績に対して各配水池

の配水容量が 12 時間以上確保されているかを評価しました。さらに、確保されてい
ない場合には、その上流側の配水池も含めて、配水系統全体で容量が確保されている

か評価しました。 
 評価結果は表 4.3に示すとおりであり、劣化評価では中河原配水池が改修の必要性
があるものと判断されました。建設後 50 年以上が経過し、一部の池が耐用年数を超
過している小峰配水池、本計画内で耐用年数を迎える久野配水池、諏訪原配水池は耐

震診断を行い、診断結果に基づき改修補強工事を実施します。配水系統の容量が不足

する久野系統及び中河原系統では、それぞれ久野配水池、中河原配水池を増設し、容

量確保に努めます。 
 
 

表 4.3 主要配水池の現状評価 

配水池容量の評価 
配水系統名 配水池名 

竣工 
年度 

劣化※1

評価 
各配水池

容量評価

配水系統

容量評価

総合評価 

小峰配水池 S11~H5 － ○ 耐震診断※2 小峰系統 
水之尾配水池 S61 ○ × 

○ 
○ 

久野配水池 S29~S39 － × 耐震診断・増設

新久野配水池 H12 ○ ○ ○ 
久野系統 

諏訪原配水池 S29、H5 － × 
× 

耐震診断※2 
中河原１号配水池 S51 △ × 中河原系統 
中河原２号配水池 S62 ○ × 

× １号改修･増設

石橋配水池 ~H3 － ○  △※3 
米神配水池 ~H3 － ○  △※3 
根府川高区配水池 ~H4 － ○ ○ △※3 
根府川低区配水池 ~H5 － ○  △※3 

片浦地区系統 

江之浦配水池 ~H4 － ○  △※3 
 ※1劣化評価の「－」は、覆土等により構造物の劣化状況が確認できない施設を示す 
 ※2竣工年が古い一部の池が対象 
 ※3一部施設の竣工年が不明であり、耐震性が低いと推察されるが配水池容量が小さく、優先度は低い 
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(4) 配水管網の評価 
ア 評価方法 

配水管における水圧は、高すぎると漏水の増加を招き、低すぎるとお客様に迷惑を

及ぼすことになります。水道設計指針には、配水管路の水圧は、原則として以下の各

項に適合するものとされています。 

①配水管から給水管に分岐する箇所での配水管内の最小動水圧は、0.15MPa
（15m）以上を確保する。 
②配水管から給水管に分岐する箇所での配水管内の最大静水圧は、0.74Mpa
（75m）を超えないこと。 
③火災時には、使用中の消火栓において負圧とならないこと。 

※3 階、4 階及び 5 階建てに対する標準的な最小動水圧は、市の基準としてそれぞ
れ 0.25、0.30及び 0.35MPaです。 

 
イ 管網解析結果 

図 4.1は給水区域内における配水圧の状況を示しています。横軸は配水圧を示して
おり、縦軸は全配水量に対する所定の配水圧の水量割合を示しています。給水区域内

の約半数の区域においては、0.45～0.6MPaの適正水圧で配水されています。配水圧が
0.15 MPaを下回る地点は配水池付近に位置する区域で、また 0.75 MPaを上回る区域
は配水池との高低差が大きい区域です。 
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図 4.1 配水圧力状況 
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5  小田原市水道事業の基本理念と基本方針 
 
(1) 基本理念 

 
 
これまで、小田原市水道事業は地方公営企業という立場で安全かつ良質な水道水の

安定供給に努めてきました。地方公営企業とは、本市のように地方公共団体が経営す

る企業で、その中でも原則として水道事業は税金ではなく、お客様からの料金収入に

よって運営されています。これまで以上により良いサービスを提供するためには現状

の水質状況、施設状況、財政状況等を把握し、抽出された課題改善に向けた取り組み

を積極的に進めて、お客様の理解を得ながら、安定かつ効率的な経営に努めなければ

なりません。 
本市では、地方公営企業としての立場と責務を勘案し、国の水道ビジョンの主要な

施策課題である「安心」「安定」「持続」の 3つに「環境」を含めた視点で水道事業の
将来像を捉え、お客様と共により良い水道事業運営に努めていきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【水道局庁舎】 

いつまでも 安心で おいしい水を お届けします

基本理念 
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(2) 基本方針 
 小田原市水道事業は様々な課題を抱えており、水道を取り巻く新しい社会潮流にも

対応出来るような改善方策を立案する必要があります。 
 今まで以上の水道サービスを提供するために、基本理念に基づき、図 5.1に示す 4
つの基本方針を掲げて、総合的な視点で施策の推進を図るものとしました。 
 

 

 
 
 
 

図 5.1 基本理念、基本方針の体系 

 

  
１１．．必必要要ななととききににいいつつででもも水水をを  

おお使使いいいいたただだくくたためめにに  
＜＜安安定定供供給給にに努努めめるる水水道道＞＞  

２２．．いいつつままででもも安安心心・・安安全全なな水水をを  
                        おお使使いいいいたただだくくたためめにに  
＜＜安安心心・・安安全全のの保保持持にに努努めめるる水水道道＞＞  

３３．．環環境境ににややささししいい水水づづくくりりののたためめにに  

＜＜環環境境保保全全にに努努めめるる水水道道＞＞  

４４．．おお客客様様へへののササーービビスス向向上上をを図図るるたためめにに  

＜＜経経営営効効率率のの向向上上にに努努めめるる水水道道＞＞  

基本方針 

いつまでも 安心で おいしい水を お届けします

基本理念 
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6  実現方策 
(1) 「必要なときにいつでも水をお使いいただくために」 

～安定供給に努める水道～ 

ア 施設の整備 

 

 
 
・ 非常時に確保する水量が不足する配水池、築 50年以上及び老朽化した配水池は、
表 6.1 のとおりです。容量が不足する配水池については、計画的に配水池の増設
工事を実施していきます。また、老朽化した配水池については、耐震診断や劣化

調査を実施し、いつまでも安定供給ができる施設であるかを確認します。この調

査の結果、必要な改修や更新を計画的に実施し、安定供給に努めていきます。 
・ 重要な基幹管路である導水管（水源から浄水場までの管路）、送水管（浄水場から

配水池までの管路）については、地震時においても破損や継手が離脱しない耐震

管に早期に更新していきます。また、配水管についても、老朽化や基幹配水管な

ど重要性等に基づき、順次地震時に強い耐震管に更新していきます。 
・ 管路の更新は、施設整備計画に基づき、老朽化と耐震化を考慮して、年間 4,000
～5,000mのペースで行っていきます。 

◆非常時でも安定供給するため、容量不足の配水池については増設を行い、老朽化した配

水池については改修を行います。 

◆主要な施設については、耐震診断や劣化調査を実施し、診断調査結果に基づく改修補強

対策を講じ、耐震性能の向上に努めます。 

◆管路の耐震性の向上を図るため、基幹管路のうち導水管、送水管を早期に耐震管に更新

します。 

◆配水管については、老朽化や重要性等に基づき順次耐震管に更新します。 
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表 6.1 安定給水を確保するための施設整備 

 
 

安定供給を目的

とした施設整備 
現状と課題 対 策 

・沈殿池が老朽化しているが、施設の構

造上、運転停止が困難 

・１号沈殿池を改築し、既設２号沈殿池の

改修工事を実施する 

・容量が不足している配水池 

久野配水池 

中河原配水池 

 

久野配水池を増設する（+2,000m3） 

中河原配水池を増設する（+6,000m3） 

 

小峰配水池、久野配水池、諏訪原配水池の

耐震診断及び劣化調査を実施する 

施設整備 

 

・築 50年以上または老朽化した配水池 

小峰配水池（S11 竣工）、久野配水池

（S29 竣工）、諏訪原配水池（S29 竣工）

中河原配水池（老朽化） 中河原配水池の改修工事を実施する 

 

管路整備 本市における管路の耐震化率は、23.6％

（平成 19 年度末）である。 

耐震化率の向上を目指し、耐震管に更新す

る。（目標管路耐震化率：32％） 
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イ 災害対策の推進 

 

 

・ 給水区域内には、災害時給水拠点として表 6.2、表 6.3のとおり、30箇所の施設が
整備されています。これらの施設は災害時の応急給水活動に利用されます。 

・ 災害時の必要水量の目安は、一人 1 日 3 ㍑とされています。本市では表 6.2、6.3
のとおり、一人当たり 129㍑の必要水量が確保されています。 

・ 近隣水道事業体と計 11箇所の地点で緊急時用連絡管により接続されていますが、
災害時・事故時の相互給水体制の強化をさらに推進します。現在、国府津地内で

県と大口径の緊急時用連絡管を整備中であり、平成 22年度に供用開始を予定して
います。 

・ 災害時に対応するための応急給水・復旧マニュアルは整備済みですが、現実的な

実施訓練の充実を図っていきます。 

表 6.2 災害時に利用可能な配水池等 

 名 称 容 量   名 称 容 量 
1 高田浄水場浄水池 5,200  7 石橋配水池 220  
2 中河原配水池 20,000  8 米神配水池 270  
3 久野配水池 6,000  9 根府川低区配水池 460  
4 新久野配水池 1,500  10 江之浦配水池 640  
5 小峰配水池 5,600  11 下曽我加圧ポンプ所 224  
6 水之尾配水池 1,000  12 第二水源地災害時 

兼用調整池 2,000  

   合  計 43,114  
※災害時確保水量は容量の 1／2とする。（43,114  ×1／2＝21,557  ） 

表 6.3 飲料水兼用耐震性貯水槽の設置場所 

 設置場所 容量 年度  設置場所 容量 年度

1 小田原市役所 100 H 5 10 富水小学校 100 H 8 
2 南鴨宮富士見公園 100 H 5 11 市立病院駐車場 100 H 9 
3 新玉小学校 100 H 5 12 矢作小学校 100 H 9 
4 小田原アリーナ 100 H 6 13 国府津小学校 100 H10 
5 酒匂浜公園 100 H 6 14 千代小学校 100 H10 
6 町田小学校 100 H 6 15 豊川小学校 100 H11 
7 早川河原公園 100 H 7 16 ﾋﾙﾄﾝ小田原ﾘｿﾞｰﾄ＆ｽﾊﾟ  60 H13 
8 三の丸小学校 100 H 7 17 久野小学校  60 H17 
9 桜井小学校 100 H 8 18 城東高校 100 S63 
    合  計 1,720   

◆給水区域内 12 箇所にある浄水場と配水池、ならびに給水区域内 18 箇所の公共施設や小

学校に設置している飲料水兼用耐震性貯水槽を、災害時の給水拠点として利用します。

◆浄水場と配水池、飲料水兼用耐震性貯水槽を、定期的な防災訓練に活用します。 

◆災害時の応急給水・復旧体制の強化に努めます。 

◆近隣水道事業体との相互給水体制の強化に努めます。 

※市内の県企業庁給水区域内には、2箇所設置されています。 
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図 6.1 緊急時連絡管と給水拠点位置 
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(2) 「いつまでも安心・安全な水をお使いいただくために」 
～安心・安全の保持に努める水道～ 

ア 安心・安全な水の供給 

 

 
 
 
・ 市内浄水場の中で最大の施設能力を有する高田浄水場の浄水処理施設は、一部の

施設で経年劣化が顕在化しており、施設の更新・改修が必要となっています。 
このため、浄水処理設備、薬注設備、排水処理設備の更新、改修を表 6.4 のとお
り計画的に実施していきます。 

 

表 6.4 高田浄水場の施設整備計画 

 
 
・ 第二水源地の浄水施設については、平成 17年度に災害時兼用調整池として更新し
ています。 

・ 第三水源地の取水・浄水処理施設については、一部の施設で経年劣化が顕在化し

ており、施設の更新、改修を実施していきます。 
・ 片浦地区の根府川第一浄水場は平成 16年度に、根府川第二浄水場は平成 15年度
に、水質の安全性を高めるため膜によるろ過処理設備を導入しています。 

・ 水質検査計画に基づき実施した水質検査結果は、水道局のホームページで速やか

に公表します。 

 現状と課題 対 策 

・沈殿池が老朽化しているが、施設の構造

上、運転停止が困難 

・１号沈殿池を改築し、既設２号沈殿池の

改修工事を実施する 

浄水処理設備 

・粉末活性炭設備の注入率の自動制御がで

きず、運転管理が困難 

・粉末活性炭設備を更新する 

・原水 pH が高い場合、凝集処理効果が低

下し、ろ過池に負荷が掛かる 

・酸注入設備を新設する 薬注設備 

・液化塩素の注入を行っているが、取扱い

が難しい 

・運転管理が容易な次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ注入

設備へ更新する 

排水処理設備 ・高濁度の発生時に、浄水汚泥の脱水機に

過負荷が生じる 

・脱水機を増設し、施設能力の向上を図る

◆取水・浄水処理施設の更新・改修を実施します。特に高田浄水場の更新を最優先に実

施し、いつまでも安心・安全でおいしい水の供給に努めます。 

◆水質検査計画に基づき水質検査を実施し、結果を公表します。 

◆鉛製給水管について、順次布設替えを実施し、安心な水の供給に努めます。 
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水質検査項目は、以下の 78項目です。 
①水道法で義務づけられている 51の水質基準項目 
②水質検査が望ましいとされる 25の水質管理目標設定項目 
③本市の水源水質に起因するもので安全性の確認を行うために検査する 2項目 

・ 給水区域内の鉛製給水管（配水管から水道メーターまで）の残存率は、平成 18
年度時点で 1.8％であり、全国的に低い水準です。今後 10年内に鉛製給水管の布
設替えを完了するよう努めていきます。 

・ 水道メーター先の鉛製給水管については、お客様の負担による布設替えとなりま

すが、施工方法などの問い合わせについては水道局で受け付けています。 
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イ 快適な給水の確保 

 

 
 
・ 貯水槽水道は、基本的に設置者が水道水の安全性の確保と施設の維持管理を行い、

責任を負うこととなっていますが、不適切な維持管理により衛生上の問題が生じ

るため、適切に管理を行うよう指導に努めていきます。 
・ 計画的な老朽管の布設替えを実施し、適正な配水圧を確保します。現在、貯水槽

が設置されている 5 階建てまでの建物に対する直結給水（貯水槽を設置せずに配
水管から直接各戸に給水をすること）が可能となります。 

 
 

◆自主管理が原則である集合住宅等の貯水槽水道についても、安心・安全な水道を維持

するため、設置者へ維持管理の指導に努めます。 

◆適正な配水圧を確保するため、老朽管の更新に努めます。 
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(3) 「環境にやさしい水づくりのために」 
～環境保全に努める水道～ 

ア 水環境対策（より良い水循環を求めて） 

 

 
 
・ 本市の原水の約 85%を占める酒匂川表流水の上流域における水環境について、
関係機関の環境活動と協働して、きれいな水を維持保全できるよう、水道局と

して行うことのできる事業の検証に努めていきます。 
・ 水道局として水源環境や水源水質の維持保全のため、県の水源環境税の利活用

について、調査研究に努めていきます。 
 
 
 
 
 
 

 

                       【小田原メダカ】 

 

◆関係機関とともにきれいな水の維持、保全に努めます。 

◆水源環境や水源水質の維持保全のための事業の研究に努めます。 
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イ 環境負荷の軽減 

 

 
 
・ 日本の水道事業は、全国のエネルギー消費量の約 1％を占めていることから、環
境負荷軽減のための施策を計画的に実施して、二酸化炭素排出の抑制に資する

環境と共生する地域構造を形成していく必要があります。 
・ 長期に使用するポンプ設備や電気設備等について、設備更新時には高効率・省

エネルギー機器の採用を推進し、電力量の削減に努めます。 
・ 高田浄水場では、浄水処理効率を高め、浄水汚泥の削減に取り組んでいきます。

現在、発生した浄水汚泥は、セメントの二次原料として再利用しており、今後

とも継続していきます。 
・ 本計画における有効率（配水量に対する有効に使われた水量の割合）の目標値

である 95％を達成するため、計画的な老朽管の更新により漏水低減に努めます。 
 

◆ポンプ設備、電気設備関係の省エネルギー対策を検討します。 

◆資源の有効活用や廃棄物の低減化に努めます。 

◆計画的な施設更新により、有効率の向上を目指します。 
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(4) 「お客様へのサービス向上を図るために」 
～経営効率の向上に努める水道～ 

ア お客様へのサービス向上 

 

 
 

 
 

・ 平成 19 年 10 月からコンビニエンスストアでの水道料金等の収納を開始しまし
たが、今後も、各種イベントや水道施設見学の際のアンケート等を活用し、お

客様のニーズを的確に捉え、お客様が利用しやすい新たな料金収納方法を開拓

するなど、サービス向上に努めていきます。 

・ 市のホームページ、広報紙、ＦＭ放送等を通じて、試算した業務指標や水道に

関する様々な情報を発信していきます。 

○ホームページ・アドレス：http://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/life/water/suidou.html 

 

◆お客様のライフスタイルに対応した新たな料金収納方法の開拓に向け調査研究に

努めます。 

◆お客様からのご意見やニーズを把握し、サービス向上に努めます。 

◆市のホームページ、広報紙、ＦＭ放送、その他高度情報化社会にふさわしい多様な

メディアを活用した水道に関する情報発信に努めます。 
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イ 経営の効率化と経営基盤の強化 

 

 

 
 
 
・ 企業債に過度に依存せず、自己資本型の経営モデルを構築して、経営体質の改

善に努めます。 
・ 専門性の高い業務については、経費の削減、事業の効率化、お客様サービスの

向上を目指し、なお一層民間力の活用を進めていきます。現在、水道メーター

の検針や料金徴収業務等については、民間委託を実施しています。 
・ 浄水場の運転管理等の業務は、技術的に信頼できる民間企業への委託を検討し

ます。 
・ 職員数の削減を行っており、水道局職員一人当たりの給水収益は県内平均及び

類似団体の各平均値よりも高い水準となっています。 
・ 既存施設の維持、更新ならびに耐震化事業には多額の事業費が必要となります。

しかしながら、料金収入は減少傾向を示しており、今後の水需要の増加は望め

ない状況にあります。経費等の縮減に努めるとともに、いつまでも安心安全な

水を安定供給することができる施設の維持・更新のため、適正な原価の検証を

行い、必要に応じて水道料金の改定を検討していきます。 
・ 定期的に職員研修を行い、技術力向上を推進し、施設運営の効率化及び水道技

術の継承をしていきます。 
 
 

◆財政状況の改善に努めます。 

◆業務委託による民間力の活用を推進していきます。 

◆適正な料金原価の検証に基づき、必要に応じて水道料金の改定を検討します。 

◆技術力の確保（技術職員の研修など） 
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7  事業化計画 
(1) 事業計画の概要 
ア 高田浄水場施設の整備・更新 

(ｱ)１号沈殿池の改築（Q=40,000m3/日） 

既設１号沈殿池は、経年劣化が著しく補修等を施す必要性が高いのですが、施設

能力 80,000m3/日（＝40,000×2 池）に対して、平成 18 年度実績浄水量は 65,400m3/
日であり、現状では施設の運転を停止することができず、改修工事ができない状況

です。よって、新１号沈殿池を築造し、老朽化している既設１号沈殿池については

廃止を含めて検討します。 
 
(ｲ)次亜塩素酸ナトリウム注入設備の新設 

 現状では、塩素消毒に液化塩素を用いていますが、次亜塩素酸ナトリウム等の塩

素剤と比較して取扱いが難しく、さらに地震等による被災時に塩素ガスの漏出が懸

念されます。このことから、次亜塩素酸ナトリウムの注入設備を新設し、液化塩素

による消毒処理を廃止する計画とします。 
 
(ｳ)脱水機の増設 

 現況の脱水機は 1台のみの運転であり、洪水等の高濁時に過負荷となるため、今
後安定した汚泥処理が困難となる恐れがあります。よって、脱水機を 1台増設し、
処理能力の向上を図ります。 
 
(ｴ)浄水処理効率の改善 

 浄水処理効率の改善を図るため、表 7.1の施設整備を計画します。これらの事業
は、全て浄水処理に関するものであり、各事業の効果を複合的に評価する必要があ

ることから、事業実施にあたっては初めに全体の基本設計を実施し、最適な施設規

模・仕様を選定します。また、処理効果の改善に伴い、汚泥性状も変化することが

想定されることから、脱水機の性能も併せて検討を行います。 
 ２号沈殿池の改修では、水道施設耐震工法指針に準拠した耐震二次診断を実施し、

耐震性に劣ると判定された場合は、同時に耐震補強を行う計画を立案します。 

表 7.1 事業内容（浄水処理効率の改善） 

事 業 名 目 的 
酸注入設備新設工事 ・酸注入により pH を調整し、凝集処理効率を高める 

２号沈殿池改造 ・耐震診断 

・凝集沈殿処理効果の改善を目的とした急速混和池、フロック

形成池、集水トラフの改造・改良 

活性炭注入設備改築工事 ・粉末活性炭設備の自動制御による維持管理性の向上 
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イ 中河原３号配水池の新設（V=6,000m3）及び１号配水池の改修補強工事 

 平成 19年度の耐震診断において、１号配水池の改修及び耐震補強の必要性が明ら
かとなっていることから、表 7.2の改修補強工事を実施します。工事実施の際には、
施設の運用を停止する必要がありますが、中河原系の水運用上、配水池を空水とす

ることができないため、１号配水池の杭補強工事を先行し、改修補強工事に先駆け

て３号配水池の新設を行います。 
 
表 7.2 事業内容（中河原３号配水池の新設及び１号配水池の改修補強工事） 

事 業 内 容 

①３号配水池新設工事 Ｖ＝6,000ｍ3、円形ＰＣ造、杭基礎 

②１号配水池改修補強工事 改修及び耐震補強 

 配水池劣化対策 ・ドーム屋根における劣化補修及び内面防水 

 防水・防食対策 ・側壁内面防水 

 耐震補強対策 ・躯体補強 

・増杭工法による補強 

 
ウ 久野配水池の増設（V=2,000m3） 

 久野配水池の施設容量不足により、既設配水池の隣地に新設配水池を増設します。

施設概要は、表 7.3のとおりです。 
 

表 7.3 事業内容（久野配水池の増設） 

項 目 内 容 

容  量 V＝2,000ｍ3 

構  造 円形ＰＣ造、杭基礎 

形状寸法 内径 16.0ｍ×有効水深 10.0ｍ 

 
エ 第三水源地におけるポンプ井の改築 

第三水源地の水源は、伏流水、浅井戸、深井戸の 3種類でありますが、伏流水及
び浅井戸は休止中です。既設ポンプ井は老朽化が著しいことから、深井戸専用のポ

ンプ井を設ける計画とします。 
 
オ 配水管路の整備・耐震化 

 基幹管路（送水管、創設期配水管）の耐震化を順次進めていき、CIP・VP等の老
朽管の布設替えでは耐震管を採用します。国府津地区に県企業庁との緊急時用連絡

管を整備します。また、街路築造等に伴う配水管新設工事を計画に応じて実施し、

出水不良の地区では早期解消を目指し、計画的に事業を推進していきます。 
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(2) 年次別事業計画 
 ビジョン計画期間内における年次別事業計画を表 7.4に示します。施策目標の「安
心」に対する施設整備として、高田浄水場の改築・改良工事等、「安定」に対する施

設整備として、中河原配水池改修補強及び増設工事、久野配水池増設工事等、「持続」

に対する施設整備として老朽管更新事業等を計画しています。事業の実施にあたっ

ては、事業コストの縮減に努めるとともに、最新技術の導入等を検討するなど、効

率的な事業運営を図っていきます。 
 

表 7.4 年次別事業計画 

 

 
事業 施策目標
重要度 安心 安定 持続

高田浄水場

新１号沈殿池新設（躯体） 高 ○

新１号沈殿池新設（機械・電気設備） 高 ○

2号ﾌﾛｯｸ形成池改造､集水ﾄﾗﾌ改造他 高 ○

2号ﾌﾛｯｸ形成池電気設備､急速混和池改造他 高 ○

次亜塩素注入設備新設工事 高 ○

活性炭注入設備改良工事 高 ○

酸注入設備新設工事 高 ○

脱水機改築工事（建屋） 高 ○

脱水機改築工事（機械・電気設備） 高 ○

原水流量計改良 中 ○

中河原配水池

１号配水池杭補強工事 高 ○

１号配水池改修工事 高 ○

３号配水池新設工事 高 ○

久野配水池

配水池増設（躯体） 中 ○

　同　自家発等機械電気設備工事 中 ○

第三水源地

自家発等機械電気設備 中 ○

送水設備改良（電気・機械） 中 ○

深井戸ポンプ井・建屋新築工事 中 ○

　同　機械・電気設備工事 中 ○

管路整備

基幹管路耐震化事業 高 ○

緊急時用連絡管整備事業 高 ○

創設期配水管耐震化事業 高 ○

老朽管更新事業 高 ○

配水管新設事業（街路事業関連） 高 ○

配水管新設事業（未給水地区） 中 ○

配水管改良事業（出水不良・赤水） 高 ○

その他（電線類地中化事業関連） 中 ○

その他（他企業事業に伴う移設） 中 ○

給水管整備

鉛製給水管布設替工事 高 ○

事業名称 H21 H22 H23 H24 H25 H30 備 考H26 H27 H28 H29
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8  財政収支の見通し 
財政計画に基づき、財政シミュレーションを行い、水道事業経営の健全性を確保

するための検証を行います。施設の耐震化や老朽化施設の更新に必要な事業費と、

これら事業の財源となる料金収入について収支の将来見通しを検証するものです。 
 

(1) 財政シミュレーション結果（料金改定を行わない場合） 
 現行の料金体系で、本ビジョンで掲げた事業を実施した場合の財政シミュレーシ

ョンの結果は図 8.1に示すとおりです。料金収入は減少傾向を示し、平成 20年度か
らは純損失が見込まれます。施設の耐震化や老朽化施設の更新を行うための事業費

の不足額を補てんするための財源残高（積立金）は、平成 24年度からマイナスにな
り、水道事業経営が困難となることを示しています。このことから、ビジョンに定

める事業計画を行っていくためには、料金改定を行う必要性があると判断されます。

併せて、基本理念である「いつまでも 安心で おいしい水を お届けします」を実践
していくため、適正な料金の検証に努めていきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 8.1 財政シミュレーション結果（料金改定を行わない場合） 
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(2) 財政シミュレーション結果（料金改定を行う場合） 
 料金改定に当たっては、基本理念である「いつまでも 安心で おいしい水を お届
けします」を実践していくため、達成目標を次のように定めました。 
 

 
 
 
 これらの条件を達成できるように財政シミュレーションを行い、供給単価（お客

様からいただく 1  あたりの平均単価）を調整した結果、平成 23年度以降の供給単
価を 150.1 円/ 以上に設定したときに上記の目標が達成される見通しになりまし
た。供給単価を 150.1円/ に設定したときの料金改定率は約 23％になります。ただ
し、この供給単価や料金改定率は、予測できない景気変動や不特定要素が加わった

場合、大幅に変動することが想定されます。今回設定しました供給単価と料金改定

率は、過年の動向を基礎にして現状で推移するものと想定した場合のものになりま

す。供給単価を 150.1円/ に設定し、料金改定率を約 23％にした場合の財政シミュ
レーション結果は図 8.2に示すとおりです。 
また、一度に料金改定率を約 23％とした場合のお客様への負担を考慮し、平成 23

年度と平成 28年度の 2回に分けて、上記の条件を達成できるように段階的に供給単
価を調整した結果、平成 23年度以降の供給単価を 144.0円/ 以上、平成 28年度以
降の供給単価を 157.0円/ 以上に設定したときに上記の目標が達成される見通しに
なりました。この場合も前述同様、予測できない景気変動や不特定要素が加わった

場合、大幅に変動することが想定されますが、供給単価を 144.0 円/ 、平成 28 年
度以降の供給単価を 157.0円/ に設定したときの料金改定率は、それぞれ約 18％と
約 9％になります。この条件の場合の財政シミュレーション結果は図 8.3に示すとお
りです。 
 料金改定により、施設の耐震化や老朽化施設の更新など、ビジョンに定める事業

計画の事業費を確保することができ、また水道事業経営の健全性を確保することが

できると判断されます。 
 水道事業は、独立採算制であるため、料金改定にあたっては、①不慮の事故や災

害等に対応する事業費に充てるための資金確保ができること、②企業債の元利償還

金額と事業費が確保できること、③企業債については、その元金償還金額を超える

借入れをしないこと、以上を目安にして、適正な料金の検証を行い、水道事業経営

の健全性の確保に努めていきます。 

・ビジョン計画期間内における事業計画の事業費が確保できること 
・ビジョン計画期間内は資金が確保できること 
・ビジョン計画期間内は一定の補てん財源残高が確保できること 
・企業債残高が減らせること 
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図 8.2 料金改定後の財政シミュレーション結果（H23 年約 23％改定） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.3 料金改定後の財政シミュレーション結果（H23 年約 18％，H28 年約 9％改定） 
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９９  おおわわりりにに    

9  おわりに 
 
 「おだわら水道ビジョン」では、水道を取り巻く環境を把握した上で、現状と将

来見通しを分析・評価し、「いつまでも安心でおいしい水をお届けします」を基本理

念とし、今後 10年間にわたる水道事業の方向性とそれに基づく具体的な施策を示し
ました。 
施策の推進は、財政の将来見通しに基づき策定された事業計画に沿って実施して

いきます。事業運営面では、民間企業への業務委託による経営の効率化、職員の技

術向上による経営基盤の強化を軸に、お客様サービスの向上に努めていきます。 
事業実施後は、その実施効果を業務指標 PIに基づき分析し、業務やサービス水準、

経営状況等がどのように変化・改善しているかを評価します。 
事業推進状況とその効果を 3年程度に一度フォローアップし、適宜計画の見直し

を実施していきます。 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

                     【PDCAサイクルによる水道事業評価】 

 

Ｐｌａｎ 
計画策定 
指標設定 

Ｄｏ 
管理運営

施設整備

Ｃｈｅｃｋ 
要因分析 
事業内容評価

Ａｃｔｉｏｎ 
改善策立案

ＰＩ による 
定量的評価 



 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

                【小田原市 水道局章】 

 
 
 

 

 
 

おだわら水道ビジョン 

 

 
平成２１年２月 

 

 
小田原市水道局 

TEL 0465（41）1202（代） 

〒250-0296 

神奈川県小田原市高田 401 番地 

 

 



 
平成２１年２月１０日 

 
小田原水道事業 
小田原市長 加 藤 憲 一  様 

 
小田原市水道ビジョン策定検討委員会 

委 員 長   南   学 
 

おだわら水道ビジョンについて 
 
おだわら水道ビジョン策定にあたり、平成２０年８月１１日の第１回から４回にわたり、小田

原市水道ビジョン策定検討委員会を開催し、内容の審議をしてまいりましたが、「おだわら水道ビ

ジョン」につきましては適正なものと認めます。 
なお、おだわら水道ビジョンに定める施策の実施にあたっては、以下のとおり意見具申いたし

ます。 
 
１ おだわら水道ビジョンの見直しについて 
  おだわら水道ビジョンは、今後 10 年間にわたる水道事業の方向性とそれに基づく具体的な施

策を示しているが、常に事業の推進状況等から現状の分析・評価を実施し、必要に応じて見直

しを行うことが適当である。 
 
２ 耐震化・老朽施設の更新について 
  水道は、住民の快適な生活や都市活動、経済活動を支える最も重要なライフラインであり、

災害時においても安定的に供給する責務がある。このことから、おだわら水道ビジョンに定め

た事業計画により、管路・施設の耐震化と老朽化施設の更新を着実に実施していくことが必要

である。 
 
３ 事業の効率化と経費の節減について 
  水道事業は公営企業として常に効率的かつ合理的な事業運営を行う一方、職員の創意工夫の

もと、経費節減に向けて最大限の努力を行うことが必要である。 
 
４ 料金改定について 
  水道事業は独立採算制であることから、基本的に料金収入で事業を運営していかなければな

らない。そこで、景気や需要動向に耐えられる財政基盤の強化を図る上から、一定期間ごとに

料金の見直しを検討・実施することが望ましい。 
近年、井戸を掘削して市水から地下水に切り替える事業者が目立ってきた。こうした現象が

続けば、環境（水循環等）への影響はもとより、水道事業の採算にも悪影響を与えるものであ

り、市として早急な対策が必要である。 
 

以上 

資料５ 



資料６
　料金審議会 全体スケジュール　

平成２１年度 平成２２年度

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

第１回 ●８／２７

第２回
●中旬
13日頃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第３回
●下旬
26日頃

第４回
●中旬
16日頃

第５回
●下旬
21日頃

第６回
●中旬
18日頃

第７回
●中旬
15日頃

第８回
（予備）

・施設の現状と年次別事業計画
・施設見学（飯泉取水堰、第三水源地、中河原配水池等）

・答申（案）について
・答申後スケジュールについて

・答申

・水道料金のしくみ
・料金改定（案）説明資料の説明

・水道料金について審議

・委嘱状交付
・諮問

・水道料金について審議



水 営 第 1 0 0 号 
平成２１年８月２７日 

 
小田原市水道料金審議会 
会 長  武 松 忠  様 

 
小田原市水道事業 
小田原市長 加 藤 憲 一 

 
水道料金改定について（諮問） 

 
水道料金を別紙理由書に基づき改定したいので、小田原市附属機関設置条例第２条

の規定により諮問いたします。 
 
 



理 由 書 

 

水道事業は、公営企業の一つとして位置づけられ、その経営は独立採算制を原則と

し、水道料金については、地方公営企業法の中で「公正妥当なものでなければならず、

かつ、能率的な経営の下における適正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営

を確保することができるものでなければならない。」とされております。 

本市の水道事業は、昭和 11 年の給水開始以来、市勢の発展とともに増大する水需

要に対応してまいりました。現在、総合計画の中では「安全で良質な水道水を安定的

に供給するため、水道施設の整備を進めるとともに、公営企業としてお客様から信頼

される質の高いサービスの提供と経営の効率化に努めます」という基本方針を掲げ、

平成 22年度を目標年度として第五期拡張事業を進めているところであります。 

また、平成 20 年度には、厚生労働省が策定した水道事業の将来的な目標、実現の

ための施策を示した「水道ビジョン」の方針をふまえ、本市の水道事業を取り巻く環

境を把握した上で、現状と将来見通しを分析・評価し、今後 10 年間にわたる水道事

業の運営に関する方向性及び施策推進の基本的な考えを示す「おだわら水道ビジョ

ン」の策定をいたしました。 

「おだわら水道ビジョン」の中では「いつまでも安心でおいしい水をお届けします」

という基本理念と、この基本理念に基づき四つの基本方針を掲げ、この基本理念と基

本方針を実現するための具体的な方策等を示しております。 

「おだわら水道ビジョン」の計画期間内（平成 21年度～平成 30年度）における施

設の耐震化や老朽施設の更新に必要な事業費は、約 128 億円と推計しております。こ

れら事業費の財源となる料金収入等につきまして、財政収支の将来見通しを検証し、

財政シミュレーションを行った結果、料金収入は減少傾向を示し、事業費の不足額を

補てんするための財源残高は、数年後にはマイナスとなり、水道事業経営が困難にな

ることを示しております。 

そこで、施設の耐震化や老朽施設の更新などの事業費、そして水道事業経営の健全

性を確保しながら、基本理念である「いつまでも安心でおいしい水をお届けします」

を実現するため、平成 7年 1月以来据え置かれている水道料金を改定をしたいと考え

ております。 
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小田原市水道料金審議会 会議録 

会議名 小田原市水道料金審議会委嘱状交付式 
及び 第１回 小田原市水道料金審議会 

日 時 平成２１年８月２７日（木）１４時～１６時１０分 

場 所 水道局第２・３会議室 

次 第 

第一部 小田原市水道料金審議会委嘱状交付式 
 １ 委嘱状交付 
 ２ 市長あいさつ 
第二部 第１回 小田原市水道料金審議会 
１ 会長・副会長の選出 
２ 会長あいさつ 
３ 諮問 
４ 委員自己紹介 
５ 水道局職員紹介 
６ 審議会の公開、非公開について 
７ 諮問書について 
８ 水道事業の沿革と概要について 
※ 施設（浄水場）見学（希望者） 

資 料 

・委員名簿 
・水道局職員名簿 
・小田原市水道料金審議会規則 
・資料１「小田原市水道料金審議会の公開について」 
・資料２「小田原市水道料金審議会傍聴要領（案）」 
・資料３「水道事業の沿革と概要について」 
・資料４「おだわら水道ビジョン」 
・資料５「小田原市水道ビジョン策定検討委員会意見具申書」 
・資料６「小田原市水道料金審議会全体スケジュール」 
・諮問書 ※諮問後、副本を配布 

審議会 武松会長、茂庭副会長、大西委員、木村委員、岳下委員、

檜山委員、三浦委員、譲原委員、渡辺委員 
出席者 

事務局 
（市） 

市長、局長、次長、技術指導担当参事、 
営業課長、給水課長、水質管理課長 
営業課長補佐、工務課長補佐、営業課担当者４名 

傍聴者 ０人 
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仮議長 
 
 
 
 
 
 
仮議長 
 
 
 
渡辺委員 
 
事務局 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
営業課長の司会により、第一部 小田原市水道料金審議会委嘱状交付

式が次第のとおり行われる。 
 
市長から委嘱状が手渡される。 
 
委嘱状交付に続き、市長から挨拶が行われる。 
 
引き続き、営業課長の司会により第二部 第１回小田原市水道料金審

議会が次第のとおり行われる。 
会長が選出されるまでの間、水道局長が仮議長を務める。 
 
本日の出席委員が、委員総数の２分の１以上が出席しているため、小

田原市水道料金審議会規則第５条第２項の開催要件を満たしているこ

とを報告します。 
 
 
次第１、「会長・副会長の選出」 
 
小田原市水道料金審議会規則第４条の規定により、審議会に会長及び

副会長１人を置き、委員の互選により定める。とありますが、委員の皆

様いかがいたしましょうか。 
 
会長・副会長について、事務局案を伺いたい。 
 
会長は武松委員、副会長は茂庭委員にお願いしたいと考えている。 
 
仮議長が事務局案を審議会に諮り、全会一致で武松会長、茂庭副会長

が了承され、武松会長、茂庭副会長が選出される。 
 
 
次第２、武松会長の就任のあいさつが行われ、その後、武松会長の進

行により、審議会が再開される。 
 
 
次第３、「諮問」 
市長から武松会長へ諮問が行われる。（諮問後、市長は退席） 
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事務局 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事務局 
 
 
 
 
 
 
 
武松会長 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
次第４、「委員自己紹介」 
委員の自己紹介が行われる。 
 
 
次第５、「水道局職員紹介」 
水道局職員の自己紹介が行われる。 
また、武松会長の求めにより、今後のスケジュールについて、事務局

から資料６を使用して説明が行われる。 
 
第２回の審議会は、資料６のスケジュールのとおり、１０月１３日

（火）の午後２時から開催したい。また、第３回目以降の開催について

は、日程調整が付き次第ご連絡する。 
 
＜質疑応答＞ 
特段の質疑なし 
 
 
次第６、「審議会の公開、非公開について」 
事務局から資料１を使用して説明が行われる。 
 
審議会の公開、非公開につきましては、小田原市情報公開条例第２４

条により、公開が原則になっております。ただ、この規定にはただし書

きがあり、「他の法令等により特別の定めがあるとき。」「非公開情報に

ついて審議、審査、調査等をするとき。」「公開することにより公正又は

円滑な運営が著しく阻害されると認められる場合で、審議会等が全部又

は一部を公開しないこととしたとき。」、これらの場合は、非公開とする

ことができます。本審議会で、公開、非公開のご判断をいただきたい。 
 
事務局から審議会の公開、非公開につきまして、説明がありましたが、

委員の皆様いかがでしょうか。原則、公開ということでありますし、非

公開にする理由もないので、公開ということで、よろしいでしょうか。 
 
全会一致で公開が決定。 
 
審議会の公開にあたり、事務局から資料２のとおり小田原市水道料金

審議会傍聴要領（案）が審議会に提示される。 
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武松会長 
 
 
 
檜山委員 
 
 
 
事務局 
 
檜山委員 
 
 
 
事務局 
 
 
 
 
檜山委員 
 
 
 
 
 
武松会長 
 
 
 
 
武松会長 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
委員の皆様、事務局から傍聴要領（案）の提示がありましたが、いか

がでしょうか。 
 
＜質疑応答＞ 
第２条に傍聴受付簿という記載があり、次ページに見本が付けられて

いるが、この受付簿は、名簿のようなものか。または、一枚一枚になっ

ているものか。 
 
一枚一枚の個票になっているものである。 
 
審議会により「開始の～分前までに受付」など、傍聴の受付が異なっ

ているが、本審議会については、受付時間を限るのか、もしくは審議の

途中でも入退室ができるものなのか。 
 
要領の第４条第２号により、禁止行為として「みだりに席を離れるこ

と。」を規定している。会場内において、みだりに席を離れ、会場内を

移動することは禁止させていただきたいが、審議中における入室につき

ましては、審議会において定めていただければと思います。 
 
本審議会は料金についての審議であるため、多数の市民が関心を持ち、

知ってもらわなければならない。委員長、副委員長をはじめ、委員皆さ

んの合意が得られるならば、審議会の進行を妨げるおそれが無い場合に

は、審議の途中でも傍聴をしていただくようにすることが望ましいこと

ではないかと考える。 
 
傍聴要領（案）には時間に関する規定はないが、第３条第１項第３号

と第４条第１項第２号で行動を制限する規定がある。時間的な制限はな

いが、行動に関する制限があるので、改めて時間に関する規定を設ける

必要はないと考える。 
 
委員の皆様いかがでしょうか。 
この要領のとおりでよろしいでしょうか。 
 
（異議なし） 
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武松会長 
 
 
 
 
 
事務局 
 
 
 
 
 
 
譲原委員 
 
 
事務局 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三浦委員 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
事務局は要領の（案）を削除し、本日の日付を入れて傍聴要領の再配

布をお願いします。 
それでは、本審議会を公開することに決しましたので、これより傍聴

者がいる場合には、入室を許可します。 
傍聴者はいられますか。 
 
傍聴者はいられません。 
 
 
次第７、「諮問書について」 
事務局から諮問書の読み上げが行われる。 
 
＜質疑応答＞ 
平成７年度に料金改定を行っているが、その時の財政計画は何年間で

あるか。 
 
資料を確認し、後ほど回答します。 
（審議会終了前） 
前回、平成７年１月１日の改定の財政計画算定期間は、平成６年１０

月から平成１０年３月の３年６ヶ月である。諮問の際の平均改定率は、

２１．６３％である。答申の平均改定率は１８．７３％である。 
 
次第８、「水道事業の沿革と概要について」 
事務局から資料３を使用して説明が行われる。 
 
＜質疑応答＞ 
コンビニエンスストアでの料金収納が行われるようになり、大変便利

になったと感じている。今後の計画の中にクレジットカード収納の計画

はあるか。 
また、先ほどの説明で、１１９億円の企業債残高があると言っていた

が、何故そのような多額の残高があるのか。 
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事務局 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
譲原委員 
 
 
 
事務局 
 
 
 
 
 
譲原委員 
 
事務局 
 
大西委員 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
クレジットカード収納の検討は行っている。クレジットカード収納の

手数料と口座振替の手数料を比較すると口座振替の手数料の方が安い。

また、コンビニエンスストア収納の手数料と比較しても口座振替の手数

料の方が安い。ただ、お客様サービスと収納率などを勘案し、コンビニ

エンスストア収納を開始した。クレジットカード収納の手数料は高く、

現在、口座振替を利用されている方がクレジットカードに移行した場合、

その手数料への影響は大変に大きなものとなる。 
次に１１９億円の企業債残高についてであるが、水道事業の工事につ

いては企業債を借り入れて施設の建設や管の布設を行うことができる。

企業債の償還は、約３０年の元利均等償還になっており、１１９億円が

大幅に減少することはない。この企業債残高は、本市水道事業の拡張期

に増えたものである。今後も施設更新や老朽管の布設替えには企業債の

借り入れをしなければならないが、水道事業も一般会計と同様、残高を

減らす方針である。 
 
供給単価と給水原価が逆ザヤとなっているが、事業収益が出ている。

これは附帯事業収益によるものであると思われるが、附帯事業収益には

どのようなものがあるのか。 
 
営業外収益がある。大きなものとして、受託事務収益と水道利用加入

金がある。受託事務収益は、下水道使用料を水道料金と一緒に徴収して

いるので、この徴収事務に伴う事務収益である。次に水道利用加入金は、

新規に水道を利用される際の加入金による収益である。加入金について

は、値上げの条例改正議案を９月議会に上程する予定である。 
 
加入金は収益的収入であるのか。 
 
収益的収入である。 
 
市内事業者が減少している状況である。また、今後も新規加入者を望

むことは出来ない状況である。逆ザヤの問題を解決するため料金改定を

したいということは分かるが、そもそも収入源を検討しなければならな

いのかと考える。昔は水を買って飲むことなど考えられなかったが、現

在は多様なミネラルウォーターが販売されている。小田原でもミネラル

ウォーターをＰＲして収入源としてはいかがかと考える。 
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譲原委員 
 
 
事務局 
 
譲原委員 
 
事務局 
 
大西委員 
 
事務局 
 
 
 
 
 
茂庭副会長 
 
 
 
 
 
 
事務局 
 
 
 
 
 
譲原委員 
 
 
 
 

 
調査によると、水道水の飲用は約７割で、約３割の方はペットボトル

を購入して飲んでいられる。現在「水のきらめき」は年間約２万本製造

している。１本あたりの製造費は約６８円であるので「水のきらめき」

で水道料金収入をカバーすることは難しいものである。 
 
加入金の値上げの件が挙がったが、現状の経済状況下で加入金収入増

をどのくらい見込んでいるのか。 
 
約３千万円である。 
 
加入金の算定方法に基づき計算した結果であるのか。 
 
計算では、改定案の金額よりも高い金額が算出される結果となった。 
 
企業債の金利負担が軽減される方策というものはないのか。 
 
国の地方財政計画により執行されているため軽減策はない。また、国

庫補助金の採択基準にも該当しない。 
今後開催される３回ほどの審議会において、委員の皆様には本市水道

事業の施設や経営などの現状を見ていただいて、料金値上げの審議だけ

ではなく色々とご審議いただきたい。 
 
審議会において今後の検討課題となるのは、今後１０年間の事業費と

して積算されている１２８億円が妥当であるかということである。 
そこで、現状の浄水システムで十分なのか、施設更新をする際には原

水の水質状況が非常に重要となる。水源に井戸があるが指標菌が出るよ

うな水質的問題があるのか。また、酒匂川の水質について臭気の問題が

挙がることはないのかを伺いたい。 
 
指標菌やクリプトスポリジウム検査は定期的に行っているが一回も

検出されたことはない。酒匂川の水質については水道法による原水の全

項目検査を行っているが非常に良好である。事業者が酒匂川に直接排水

を流すことが無くなり、今後ますます良くなってくるのではないかと思

われる。 
 
表流水と地下水の割合はいかがか。 
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計画取水量は全体で約９２,０００㎥／日である。酒匂川の表流水の取

水量は約７７,０００㎥／日である。井戸は深井戸のみである、約１５,
０００㎥／日が地下水である。 
また、先ほど指標菌の話しがありましたが、本市水道事業の水源には

浅井戸と伏流水もあるが、これらはクリプトスポリジウム対策として休

止している。 
 
クリプトスポリジウムの説明をお願いします。 
 
クリプトスポリジウムとは大腸菌などとは異なる生物である。大腸菌

などは塩素で処理することができるが、クリプトスポリジウムは塩素で

は死なず、水道水に混入して飲用により体内に入った場合は、下痢を起

こしたりする。これまでの表流水、湧水の検査ではクリプトスポリジウ

ムの検出はされていないが、表流水、湧水にはクリプトスポリジウムが

混入する恐れがある。表流水は急速ろ過池で、湧水は膜ろ過で完全にろ

過することができるので、水道水に混入する恐れはない。また、深井戸

は地下数十メートル～百メートル程のため、クリプトスポリジウムはそ

の深さまで浸透することができないので、混入する恐れはない。 
 
 
会長から次回の開催日時を伝え、第１回小田原市水道料金審議会を終

了する。 
 
 
事務局からの事務連絡後、水道局次長の挨拶が行われる。 
 
事務局から施設見学について、事務連絡する。 
 
浄水場の施設見学を行い解散する。 
 
 
以上 
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